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ファミリービジネス（≒同族企業、オーナー企業、ファミリー企業）の定義は様々である

が、かつては、時代遅れな形態であり、プロフェッショナル経営者により経営される形態の

企業が台頭することによって消滅していく存在だろうとみられてきた。元金融コンサルタ

ントであり菅義偉首相のブレーンのひとりでもあるデービッド・アトキンソン氏による、一

連の（ほとんどがファミリービジネス形態の）中小企業改革の提言は、補助金や低賃金労働

で生き残っている中小企業のマイナス点を強調し、その再編の促進が日本経済の成長戦略

に欠かせないと強調する。 
これに対し、後藤俊夫「特集：日本のファミリービジネス上：ファミリービジネスは日本

の経済を支える主役である」（『商工金融』2020.10）は、日本における長寿企業研究・ファ

ミリービジネス研究について、「世界主要各国の経済と産業はファミリービジネスが支えて

いる。そして、この事実が海外では常識として承認されている。しかしながら、世界の常識

は日本の非常識であり、我が国ではファミリービジネスが正当に評価されていない。」と指

摘する。さらに、創業以来 100 年以上存続する長寿企業の大半（90%以上）がファミリービ

ジネス形態であり、日本は世界でも稀な「長寿企業大国」であり、それら企業の長寿要因を

挙げると共に、日本のファミリービジネスが 21 世紀の世界が探求している新しいビジネス

モデルと成り得る可能性を指摘する。同特集号の山本聡「承継者の海外留学と国際的企業家

志向性」は、ファミリービジネスの事業承継と国際化のために次世代経営者候補に海外留学

が促されている実態の事例研究を行っている。中小企業庁による特別リポート、花井泰輔

「『価値』を生み出す中小企業・小規模事業者」（2020 年版中小企業白書・小規模企業白書

の概要）（『日本政策金融公庫調査月報』2020.9）は、日本における中小企業・小規模事業者

に期待される「役割・機能」やそれぞれが生み出す「価値」に注目し、経済的な付加価値の

増大や、地域の安定・雇用維持に資する取組を調査・分析している。 
ファミリービジネス研究における大きなテーマの一つが「事業承継」についてである。久

保田典男「地方中小企業における事業承継の現状と課題」（『中小企業季報』2020.7）は、地

方中小企業における事業承継の現状と課題を企業数の減少が著しい島根県の企業を対象に

分析し、支援の方向性を示している。田中恭子「地域産業の環境要因と組織適応への影響」

（島根県立大学『総合政策論叢』2020.10）は、同じく条件不利地域である島根県の中小企

業のおかれている外部環境要因が企業の適応行動へどのように作用するかを分析している。

竇少杰「日本の老舗家族企業における永続経営と事業承継」（『立命館経営学』2020.7）は、

長寿企業大国である日本でも深刻な問題となりつつある事業承継問題について、創業 100
周年を迎えた老舗家族企業を取り上げ、永続経営のために必要な企業経営と家族経営のあ

り方について考察し、伝統と革新との関係について述べている。小山浩他「観光業界におけ



る事業承継－温泉旅館を中心に－」（『税経通信』2020.11）は、事業承継問題を温泉旅館を

対象に取り上げ、親族内での事業承継と M&A による事業承継に分けて、具体的な事例を挙

げながら解説している。飛田努「ファミリービジネスにおけるマネジメント・コントロール・

システムの整備」（『福岡大学商学論叢』2020.9）は、創業家の家訓や経営理念といった伝統

的価値観に根ざしたファミリービジネスの事例研究として、鹿児島県の企業を取り上げ、創

業世代から次世代に事業承継を進めていくプロセスについて管理会計分野の観点から分析

を行っている。 
ファミリービジネス研究は、本稿で紹介した事業承継についてだけではなく、ファミリー

ビジネスと非ファミリービジネスの経営比較研究、行動特性比較研究、国際比較研究など

様々な研究が行われている。長寿企業のファミリービジネスの数が世界有数の日本におい

て、これからも注目されていく研究分野であるといえる。 


